
集中改革プラン平成１９年度取組状況

取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

浄化センターの運転管
理業務委託

部内会議により２０年度において再度委託の是非を検討し、委託の決
定がなされた場合は、２１年度以降実施できるよう準備に入る。

― 浄化センター

直営し尿収集範囲の縮
減

・部内会議により浄化センター全体としての取組とし、直営収集地区
の一部縮小は２０年度において再検討し、２１年度より実施に向けて
の準備に入る事を確認した。
・収集許可業社３社より旧町部の過密地区の収集は困難との再度申立
てがあった。

― 浄化センター

保育所の民営化及び統
廃合

・庁内での統廃合の検討
庁内の保育所（園）関係各課により、「公立保育所（園）運営状況の
概要」及び「外部委員による検討委員会の設置」について検討し、統
廃合・民営化については、外部委員による検討委員会の進捗状況にあ
わせて平成２０年度以降も継続して議論を進める。
・外部委員による検討委員会の設置
市内の保育所（園）関係有識者による検討委員会を設置し、統廃合・
民営化について、保育所（園）の制度や運営状況を詳細な資料に基づ
き協議し、市民のニーズ調査結果とあわせて平成２１年度に提言をい
ただくため、継続して議論を進める

― 少子化対策課

取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

指定管理者制度導入

新規に指定管理者制度を導入する施設について、導入方針に基づいた
制度の導入を図るよう、年次計画等の検討を依頼した。導入施設の成
果検証を行った。平成１９年４月時点で１５３施設に指定管理者制度
を導入し、平成１９年度１施設について選定を行った。

― 施設管理課

直営施設に指定管理
者制度導入を検討

偕楽荘：民営化に向けた指定管理者制度については、平成２０年４月
１日から導入する。指定期間を平成２０年４月１日から平成２３年３
月３１日までの３カ年間とする。
きらめき工房：指定管理者制度導入に係る条例の一部改正が承認さ
れ、導入時期が平成２１年４月１日となった。

― 高齢障害課

取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

定員管理の適正
化

集中改革プランにおけ
る定員管理

機構改革を伴わない範囲での各部・各支所の人員見直しを次長級の会
議で検討した。一部組織の改編等により、配置人員の見直しを行っ
た。１９年度末の退職者数と２０年度採用者数の差は５０名となり、
計画を上回る削減となった。

389,948 職員課

取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

給与等の適正化 給与等の適正化

一般会計の管理職手当の支出総額は101,493千円、前年度決算額
107,782千円で削減額は6,289千円となった。４月遡及適用により改定
した扶養手当及び１２月支給から適用した勤勉手当の改定に伴う差額
は、扶養手当2,794千円、勤勉手当21,064千円である。国家公務員に
準拠し実施した昇給の1号抑制の効果額は19,899千円である。

2,330 職員課

取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

行政評価システムの導
入

行政評価システムを導入し、平成１８年度実施及び１９年度以降新規
事務事業１，２９１事業について評価を行った。

―
行政改革・政策
評価推進室

病院機能評価の取得
（平成19年度完了）

改善を要する２課題に取組むことができ、再受審をした結果、機能評
価Ⅴ５の認定を得ることができた。

― 市民病院庶務課

権限移譲の推進
パスポートの事務についての協議開催、字界の変更に関する事務につ
いての説明会に出席した。平成２０年度から移譲を受ける事務は字界
の変更に関する事務となっている。

―
行政改革・政策
評価推進室

外部監査制度の導入
外部監査制度導入に係る関係部局の課題について、検討委員会で協議
を行った。四日市市における事業結果について資料調査を行った。

― 監査委員事務局

猟友会組織の統合
（平成19年度完了）

平成１８年６月に伊賀市猟友会が設立された。 ― 農林政策課

窓口の利用時間延長
（平成19年度完了）

平成１８年度から毎週木曜日午後７時３０分まで窓口を延長してい
る。利用者数３９６人、利用件数７０７件の利用があった。

― 住民課

イベント開催時の連
携・調整

年度計画の報告及び庁内広報の報告を周知した。市民に関わりのある
事業やイベントについて、各課からの報告文は全て掲載した。

―
企画調整課・広
聴広報課

上下水道使用料の一括
徴収の検討

一括徴収化の前段として、施設ごとに異なる下水道料金体系、単価の
統一化の検討を行った。下水道料金体系の従量制化の検討を行い、数
パターンの従量制単価による各処理施設の収支状況の想定表を策定し
た。

― 下水道課

民間委託等の推進

指定管理者制度
の活用
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取 組 内 容 事 務 事 業 名 取 組 概 要 及 び 効 果
効果額等

（単位：千円）
所 管 課

観光関係団体事務局事
務の見直し

連絡協議会を４回（７･８･１２･３月）開催し、各協会の方向性を検
討した。協議会での取組として、ホームページの統合やパンフレット
の見直しを行い情報発信の一元化を行った。各観光協会の事業を情報
共有し、次年度に向けた事業検討や自立準備の方策の検討材料とし
た。

― 観光振興課

国際交流員の見直し
（平成19年度完了）

国際交流員の任期切れの平成１８年８月１日から１名に削減２名から
１名にした。

3,200 文化国際課

直営し尿収集範囲の縮
減

部内会議により浄化センター全体としての取組とし、直営収集地区の
一部縮小は２０年度において再検討し、２１年度より実施に向けての
準備に入ることを確認した。収集許可業者３社より旧町部の過密地区
の収集は困難との再度申立があった。

― 浄化センター

指定ごみ袋制度の導入
（平成19年度完了）

１９年１月より導入した。平成１９年１月から３月の３ヶ月間で前年
度の同期間と比較して２６６，１５０ｋｇ、６．１５％減量。指定ご
み袋取扱店募集２３３店登録があった。

― 清掃事業課

環境基本計画の策定
（平成19年度完了）

環境基本計画を策定した。 ― 環境政策課

水道事業整備計画の策
定

年度内において外部策定委員会を３回実施して、意見をとりまとめ中
間案の策定を行い、パブリックコメントを実施した。その後、最終案
を取りまとめ議会に上程した。平成２０年度以降は、この基本計画を
基にして創設認可業務に入り、伊賀市上水道事業としての一本化及び
伊賀水道用水供給事業の受入れ方法についての協議を、今後国・県・
企業庁と実施していく。

― 水道総務課

同和行政推進計画の策
定

伊賀市同和施策推進計画(案)の完成
事業の洗出し作業の進捗８０％、事業の見直し作業３０％

― 同和課

水道事業評価の実施
（平成19年度完了）

平成１７年度に設置し、新規事業の事前評価を実施している。 ― 水道施設課

基金活用奨学金
（平成19年度完了）

４つあった各基金の運用の違いにより年度毎に奨学金対象人員に変動
があったが、今後は毎年２名に支給することができる。「ササユリ奨
学金」として運用する。

― 教育総務課

中学校９校分について
給食センター整備
（平成19年度完了）

１９年４月５日に「いがっこ給食センター夢」が竣工し、同１１日か
ら市内全中学校度に学校給食を実施する。

― 教育総務課

伊賀水田ビジョンの見
直し
（平成19年度完了）

１９年４月５日に水田農業ビジョンを策定し、集団転作等の作付け拡
大に伴い、ビジョンに基づく産地づくり交付金について１月２０日水
田農業推進協議会総会を開催し単価を見直した。

― 農林政策課

個人給付の統一
補助金交付要綱別表の本庁、共通、各支所別の事業について、統合、
削除等による再編を行った。各支所の事業について再編を行い、個
人・団体給付８３件を削除した。

△529 農林政策課

団体補助の統一
補助金交付要綱別表の本庁、共通、各支所別の事業について、統合、
削除等による再編を行った。各支所の事業について再編を行い、個
人・団体給付８３件を削除した。

15,442 農林政策課

自主運行バス・行政
サービス巡回車の見直
し

4月1日から月ヶ瀬線の土日の減便を行った。10月1日からいがまち巡
回車、柘植線の経路変更を行った。1月1日からどんぐり号の路線変更
を行った。
地域公共交通会議を開催し合意を得たため、行政バス・コミュニティ
バスを200円の均一料金とした。また、アクションプログラムの実施
の合意も得た。

― 企画調整課

合併処理浄化槽関係補
助金の見直し
（平成19年度完了）

修繕補助金を平成１８年度から廃止した。
設置補助金は金額の統一を行った。

5,197 下水道課

芭蕉顕彰組織の統合
（平成19年度完了）

平成１９年４月１日付けで財団法人芭蕉翁顕彰会といがまち芭蕉翁顕
彰会が統一された。

522 文化国際課

国際交流協会の統合
（平成19年度完了）

平成１９年４月１日付けで、伊賀市国際交流協会が設立された。 657 文化国際課

事務･事業の再
編・整理・廃
止・統合
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